
介護予防施策導入に伴う  

費用対効果分析について   

（取りまとめ）（案）  

！ 、・   



費用対効果分析の基本的な考え方について  

増分効果がプラス  

かつ  

増分費用がマイナス  

増分効果が 
かつ  

増分費用がプラス  
増
分
効
果
 
 

導入前後で草琴さ二言t／なったが、効果もあったというこ  

と。  
増分費用効果エ」重責りし笠して、その金額が妥当なもの  
刀、どうかを判瞥・。妥当かどうかの絶対的な判断基準  

はない。  

導入前後で費用が安くなっており、かつ効果があったと  

いうことだから、導入された施策は優れたものと判断可◆  
能。（費用効果比を求める必要がない。）  

増分効果がマイナス  

かつ  

増分費用がプラス  

増分効果がマイナス  

かつ  

増分費用がマイナス  

導入前後で効果はなかったが費用も安くなったというこ  

と。  

増分費用効果比を計算して、その金額が妥当なものか  

どうかを判断することも可能だが、施策としては、効果  
が期待どおり出ていない時点で評価できないものだと  

もいえる。  

導入前後で費用が高くなっており、かつ効果がなかったと  

いうことだから、導入された施策は劣ったものと判断可能。  

（費用効果比を求める必要がない。）  

「増分効果がプラスかつ増分費用がプラス」又は「増分効果がマイナスかつ増分費用がマイナス」の場合、  
さらに費用効果比を求める。  
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責用対効果分析に用いる増分効果について  
「要介護度が悪化した者の発生率」を用いた介護予防サービスの効果分析の結果について（概要）  
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費用対効果分析に用いる糞用の考え方について  

【費用対効果分析に用いる費用の算出法】  

○ 増分責用＝（施策導入後の費用）－（施策導入前の費用）  

○ 導入前後の責用は、それぞれ、  
（要介護度別の1人1ケ月当たりにかかる貴用）×（要介護度ごとの（人■月）数）  

で算出する  

要支援1の例   

禿策導入後の費用一個策導入前の費用二漕空慣蕪   絶景導∴婆  
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要支援1の者3人を1年間（12ケ月間）追跡した場合にかかる費用は、   要支援の者3人を1年間（12ケ月間）追跡した場合にかかる費用は、  
要支援の者1人1ケ月当たりにかかる費用（単価ト ×21ケ月   

＋ 要介護2の者1人1ケ月当たりにかかる費用（単価）×9ケ月   

＋ 高齢者1人1ケ月当たりにかかる責用（単価）  ×6ケ月   

＝ X円（36人月当たり）   

要支援の者1，000人を1年間追跡した場合（12，000人月）にかかる責用は、  
X円×12，000人月／36人月  

要支援1の者1人1ケ月当たりにかかる費用（単価）  

＋ 妻介護1の者1人1ケ月当たりにかかる責用（単価）  

＋ 高齢者1人1ケ月当たりにかかる車用（単価）  

＝ Y円（36人月当たり）  

×21ケ月  

×8ケ月  

×7ケ月  

要支援1の者1，000人を1年間追跡した場合（12，000人月）にかかる費用は  
Y円×1乙000人月／36人月  
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新予防給付の費用対効果（要支援1）   



新予防給付の糞用対効果分析に用いる増分効果について  
「要介護度が悪化した者の発生率」を用いた介護予防サービスの効果分析の結果について（概要）  
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1，000人を1年間追跡（12，000人月）した場合の増分効果は、旧基準で「要介護度が悪化した者の発生が19人減少」  

新基準で「要介護度の悪化した者の発生が7人減少」  
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新予防給付に係る糞用対効果の算出に用いるデータについて  
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介護予防事業について（ポピュレーションアプローチとハイリスクアプローチ）  
○ 現在、地域支援事業において介護予防事業を実施しているが、その中で、ポピュレーションアプローチとして介護予防一般   
高齢者施策、ハイリスクアプローチとして、介護予防特定高齢者施策（そのうち、スクリーニングとして特定高齢者把握事業  
（生活機能評価（※）））を実施している。   
（※） 生活機能評価は、平成19年度までは老人保健事業において実施していたが、平成20年度からは、地域支援事業における特定高齢者把握事業において実施している。  
■‾■■－－■－■－一－－■t■■－■■■－■－■一－■－－－一－■■■－－－●■■■－－－－－－■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－t－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－1  
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介護予防特定者高齢者施策   
（ハイリスクアプローチ）  

介護予防一般高齢者施策  
をポピュレーションアプローチ）  

○特定高齢者把握事業 見ちり∴00ニンぎ 

特定高齢者施策の対象となる「要支援・要介護状態に   

なるおそれの高い者」（＝特定高齢者）を把握。  

○適所型介護予防事業  

特定高齢者に対し、介護予防を目的として通所形態の   

事業を実施。  
＜運動器の機能向上・栄養改善・口腔機能向上等＞  

○訪問型介護予防事業  

保健師等が居宅を訪問して、相談・指導を実施。  
＜閉じこもり・認知症■うつの予防・支援等＞  

○介護予防特定高齢者施策評価事業   

○介護予防普及啓発事業   
市町村が効果があると認めるものを適宜実施  

㌧パンフレットの作成配布  

・講演会の開催  

・介護予防手帳の配布等  

○地域介護予防活動支援事業   

市町村が効果があると認めるものを適宜実施  
・ボランティア等の人材を育成するための研修  

・介護予防に資する地域活動組織の育成・支援等  

○介護予防一般高齢者施策評価事業  



○平成17年度までの介護予防関連事業について  

○施策導入以前において、施策導入後の介護予防事業（地域支援事業）に相当すると考えられる事業としては、「介護予  
防・地域支え合い事業」が挙げられる。  
○ただし、同事業は、  
①多種多様な事業の中から、②市町村が好きな事業を自由に選択するというメニュー事業であり、③詳細な事業要綱まで  

（平成17年度）（実施要綱抜粋）  介護予防・地域支え合い事業   

（ア）介護予防事業  
高齢者ができる限り要介護状態となることなく健康で生き生きとした老後生活を送れるよう支援する観点から介護予防教室等を開催する事業  

a転倒予防教室（寝たきり防止事業）  
○転倒予防教室の開催（生活相談、健康診断、生活指導、運動機能訓練等）一等 

○生活環境・習慣の改善（転倒骨折予防ケアのための生活支援）  

bアクティビティ・認知症介護教室  

○アクティビティサービスの実施（音楽活動、絵画、書道、演劇等）感   
○認知症介護教室の開催  

cIADL（日常生活関連動作）訓練事業  
○自立支援教室の開催（炊事・洗濯等の家事訓練等を中心とした教室）   
0生活環境・習慣の改善l － － －   ‾‾‥‥ － ‖‾－‥ ‥  

d 地域住民グループ支援事業  

③詳細な事業要綱まで示していない  

（手多種多様  

な事業  ④事業の形態は、同じ事業であっても市町村が違えば一様でなく様々  
（ハイリスクの者を同定するorしない、適所型or訪問型）  

○住民の自主グループ活動育成支援（ボランティアで、介護予防に資する活動を行おうとする地域住民  
に対する場の提供等の支援）  

○地域住民による認知症（認知症予防を含む）学習会支援肇」－  
○地域住民による定期訪問活動敏一－∬一山劇一一柳小山－00ー仙－W一ニユニ  

e 足指・爪のケアに関する事業  

⑤同一事業の中に、性格の異なる事業が複数含まれており、  
参加人数や費用は当該複数の事業のものを合算して把握さ  

れている  

②市町村が  

好きな事業を  

選択するという  

メニュー事業  ○足指・爪ケア教室等の開催（高齢者とその同居家族、保健福祉関係者及び施設従事職員等を対象として、足指・爪のケアの重要性と適切   
なケア方法の普及を図る教室等の開催）  

○普及啓発パンフレット等の配布  

f その他事業  

○効果的な介護予防サービスの重点的な提供による、介護予防の効果の実証に資する事業等であって、厚生労働大臣が適当と認める事業  
その他、（イ）高齢者筋力向上トレーニング事業（ウ）高齢者食生活改善事業（エ）運動指導事業  

（オ）生活管理指導事業（力）「食」の自立支援事業等々   



特定高齢者施策（介護予防事業）に係る費用対効果に用いる費用単価の考え方について  

・－．l 、－【 ’。才 一－● 天主 ∴巨．．  1蕪蓑違  

ポピュレーションアブロ  

ハイリスクア  

プローチの  

サービスを  

受けた者1  

人当たりに  

かかる費用  

（単価）  

ポピュレーションアプローチ、ハイリスクアプローチ、  
スクリーニングそれぞれの（参加）人数及び費用の  

同定ができない   

二三単価の呈二三∴こ華   ≡  

α2円／X2人＋β2円／Y2人＋γ2円／Z2人  

単価の葦三ンざニ◆華  

高齢者1人当  

たりにかかる  

費用（単価）  

※ 特定高齢者施策と予  

防給付は同時に受けられ  

ないことから、総費用を、  

要介護認定者を除く高齢  

者の人数で除する。  

∂2円／X2人（単価の叢士 十）  
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新予防給付（要支援1）施策導入前後における増分費用の算出について  
増分費用の算出に当たっては、以下の前提で算出している。  
施策導入前の要支援者（要支援1）の改善（人・月）数（一般高齢者及び特定高齢者）を、施策導入後の改善（人・月）数と同じとした（費用を過小評価）。  

1．増分責用の算出について  

（1）要介護度別の善用単価  （単位＝円）  

一般高齢者   要支援（1）   要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   
特定高齢者  

要介護5   

施策導入前の費用単価   159   30，900  81，800   141，600   214，000   279，900   334，000   

施策導入後の費用単価   191   28，700   48，800   95，300   133，100   190，700   239，900   279，900   

（2）12，000人月（1，000人を12ケ月）観察した場合の要支援者（要支援1の者）の分布  （単位：人、月）  

合計  一般高齢者   特定高齢者   要支援（1）  要支援2  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   

元データ   12，000   ∩  ●   10，001   0  1，743   164   60   21   12  

施策導入前                           施策導入前が施策導入後と同じ  
12，000   

割合で改善したと仮定した場合  

施策導入後  12，000  

一て－    －‾ 羊一丁 

（3）施策導入に伴う増分費用  
（単位‥千円）  

施策導入後の車用（12，000人月当たり）（β1）  増分費用（β1－α1）  施策導入前の費用（12，000人月当たり）（α1）  

383，689  490，582   ． 要支援1  
二モミ∵二’‾■‾，l→－  

（参考仁施策導入前（ハ高齢者1J、、、当たりトニかかる費戸削こ老人保健事業の事業費 し1コ，コ38，624．042円）を含めると、施策導入前の高齢者1人、当たりにかかる  

費用単価は、5帥円となる 二√）単価を用いた場合の増分費用はさらにマイナスになる 

2．施策導入前後で章用単価が変わらなかったと仮定した場合の増分費用について   
（施策導入前の責用単価を施策導入後の費用を算出する際にも用いて、増分費用を算出してみる）  

（1）要介護度別の費用単価  （単位：円）  

一般高齢者   要支援（1）   
要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

特定高齢者  

施策導入前の費用単価   159   30，900  141，600   214，000   279，900   334，000   

施策導入後の費用単価   159   30，900   141，600   214，000   279，900   334，000   

（単位：千円）  （2）施策導入に伴う増分費用  
皐  

施策導入前の費用（12，000人月当たり）（α2）  施策導入後の費用（12，000人月当たり）（β2）   増分費用（β2－α2）   

要支援1   490，582   424，351   ーろ…．ニご十   
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予防給付（要支援1）の責用対効果分析について（まとめ）  

1．責用対効果分析の結果について   

サービスを受けている要支援1の者1，000人を1年間（12，000人・月）追跡すると、  

（1）増分効果について  

要介護度が悪化する者が155人（対象者1，000人に対して15．5％）減少   

従って、施策導入前後で増分効巣…言プラスである。  

（2）増分費用について  

増分費用＝（施策導入後の費用）－（施策導入前の費用）  

○・・・  －－・こして算出   

元データがレセプトデータであることから、改善者（特定高齢者及び一般高齢者）の（人・月）数部分は把握ができず、欠損値（ゼロ）   

であるので、当該部分に施策導入後の（人・月）数を代入して施策導入後と同じ割合で改善したと仮定して算出した。   

（実際は、施策導入前における改善割合は、導入後よりも少なく、総費用は今回算出した費用よりも大きくなるはずである。）   

この処理を行ったとしても、施策導入前後で増分費用はマイナスであることから∴ノ▲肯こ見積ニ てニラ、予防給付が導入されない   

場合に比べてキ〟づ億㌣匡菩澤㍗「Å㌣年当美川約10万7千閂きの費用が減少することになる。  

（3）費用対効果について   

増分効果がプラスであり、増分費用がマイナスであることから、導Åされた新予防給付≡言慶祝たも都ど）て判断可能である。  

※事業の総費用を、要介護認定者を除く高齢者人口で除して、高齢者1人当たりにかかる単価を算出し、一般高齢者及び特定  

高齢者の重用単価として使用するといった次善の方法で算出していることに留意する必要がある。  

2．施策導入前後で費用単価が変わらなかったと仮定した場合の増分費用について  

適簑導Å前後で養鞘単価が変わらなかったと仮定して算出してみても、増分費用はマイナスであったことから、増分  

章用がマイナスであったことの理由は、施策導入前後の（人・月）数の変化による（介護予防効果による）ものであると  

いえる。  
0   



特定高齢者施策の費用対効果   



特定高齢者施策の糞用対効果分析に用いる増分効果について  
「要介護度が悪化した者の発生率」を用いた介護予防サービスの効果分析の結果について（概要）  
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1，000人を1年間追跡（12，000人月）した場合の増分効果は、「要介護度が悪化した者の発生が155人減少」  
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1，000人を1年間追跡（12，000人月）した場合の増ゲ郊桑：言、己基 書∴発芝ニ’一： 達て↑要二こノ、、護吾て薯代ニ∴一 」  
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特定高齢者施策に係る糞用対効果の算出に用いるデータについて  

12   



特定高齢者施策導入前後における増分費用の算出について  

1．増分費用の算出について  
介護度  1）要介護度別の費用  単価  （単位＝円）  

一般高齢者   要支援（1）   
要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   

特定高齢者  
要介護5   

策導入前の費用単価   159   31，000  80，900   136，800   201，500   256，100 298，600 

施策導入後の費用単価   191   28，700   48，800   95，300   133，100   190，700   239，900   279，900   

（2）12，000人月（1，000人を12ケ月）観察した場合の特定高齢者（新基準）の分布  （単位：人・月）  

合計  一般高齢者  特定高齢者  要支援（1）   要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

施策導入前  12，000   1，680   9，994   60   31   92   45   43   27   28   

施策導入後  12，000   951   10，887   48   12   0   60   24   18   0   

（3）施策導入に伴う増分責用  （単位＝千円）  

施策導入前の費用（12，000人月当たり）（α1）  施策導入後の責用（12，000人月当たり）（β1）   増分費用（β1－α1）   

特定高齢者   41，086   21，162  
（怒号）施策専7＼前・ハ高齢者1人、当たりにかかろ費用に老人保健事業の事業費（12，238，6コ4，042円）を含めると、施策華人前の高齢者1ノし当たりにかかる  

常用単価は、∬（」円となこ二の単価せ用いた喝含の増分費用はさらにマイナスになる。   

2．施策導入前後で費用単価が変わらなかったと仮定した場合の増分費用について   
（施策導入前の費用単価を施策導入後の費用を算出する際にも用いて、増分責用を算出してみる）  

（1）要介護度別の費用単価  （単位：円）  

一般高齢者  
要支援（1）  要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

特定高齢者  

施策導入前の費用単価   159   31，000  80，900   136，800   201，500   256，100   298，600   

施策導入後の費用単価   159   31，000  80，900  
一勝叫し野草を主－、珊瑚一  

80，900   136，800   201，500   256，100   298，600   

（2）施策導入に伴う増分費用  （単位：千円）  

施策導入前の費用（12，000人月当たり）（α2）  施策導入後の車用（12，000人月当たり）（β2）   増分費用（β2－α2）   

要支援1   41，086   22，055  

半音墓∵∴‾  一つ′＋「  乞L   ノi   
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特定高齢者施策の章用対効果分析について（まとめ）  

1．費用対効果分析の結果について   

サービスを受けている特定高齢者の者1，000人を1年間（12，000人暮月）追跡すると、  

2．施策導入前後で費用単価が変わらなかったと仮定した場合の増分費用について  

凄～〔、呉三・二・●‥  ・  ・ ’－  
．、 ∴ ‥卜・・二・、・・二 二丁藩貢∴富士〟●こ斗－・一ニミ＿  －・－・ことから、増分  

責用がマイナスであったことの理由は、施策導入前後の（人■月）数の変化による（介護予防効果による）ものであると  

いえる。  

14   



まとめ  

を行ったとこ  簑．について、  

ろ、両施策とも、施策導入前後において増  
かつ、増分費用が  分効果が プラスであり、   

マイ±きであった。  

したがって、両施策とも、費用対効果の観  
点からは優れたものであると判断できる。  

15   



（参考）新予防給付の費用対効果  

（要支援2）   



新予防給付の費用対効果分析に用いる増分効果について（要支援2）（参考）  
「要介護度が悪化した者の発生率」を用いた介護予防サービスの効果分析の結果について（概要）  

施策導入前  
施策導入後  

悪化者数の   

減少  

＜ン  ＞  

＝ごご・ ‾  
、  ‾  t 

二  T・、   

獲苦一軍 － 1，000人を1年間追跡（12，000人月）した場合の二警・・∵・キー二葉こ∴言 

※結果の解釈を行う上での留意事項   

○新予防給付導入前の要介護1と導入後の要支援2を同等の状態と仮定した上で分析を行った。   

○解釈を行うにあたっては、以下の理由により、要支援2よりも要介護1の方が要介護度が悪化する者の割合が  
高い可能性があるという点に留意する必要がある。  

①要支援2及び要介護1は、審査判定において、「要介護1相当」であると判定された後、「認知症高齢者の  
日常生活自立度」や「認定調査結果（廃用の程度に関する項目）」等を用いて両者のいずれかに判定される。つ  
まり、要介護1は「認知症を有している」か「症状が不安定である」ため、要支援2に比べて生活機能がより低  

下しやすい可能性がある。   
②今回の解析では、両群が同等の状態にあると仮定しているため、ともに要介護2以上の状態になる場合を  

「要介護状態が悪化した」と定義しており、その定義に従えば、統計学的有意差をもって介護予防効果があった。  

ただし、当該効果の解釈においては、平成18年度の介護給付費実態調査において、要支援2と要介護1のそ  

れぞれの「要介護状態の変化」をみると、翌年に悪化した者の割合は要支援2が24暮0％、要介護1が25．6％  
となっている（その差は1．6％）ものの、同調査では、要支援2の者は、要介護2以上になる場合に加え、要  
介護1と移行した場合でも悪化と定義される（要支援2の方が、要介護1よりも「要介護状態の悪化」と定義さ  
れる暗が大きい）ことに留意する必要がある。   

※詳細は第4回検討会資料参照  16   



新予防給付（要支援2）施策導入前後における増分費用の算出について（参考）  
増分費用の算出に当たっては、以下の前提で算出している。  

施策導入前の要支援者（要支援2）の改善（人t月）数（一般高齢者及び特定高齢者）を、施策導入後の改善（人・月）数と同じとした（費用を過小評価）。  

1．増分費用の算出について  
1）要介護度別の費用  単価  （単位＝円）  

一般高齢者  
要支援（1）   要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

特定高齢者  

施策導入前の費用単価   159   30，900  81，800   141，600   214，000   279，900   334，000   

施策導入後の費用単価   191   28，700   48，800   95，300   133，100   190，700   239，900   279，900   

（2）12，000人月（1，000人を12ケ月）観察した場合の要支援者（要支援2の者）の分布  （単位：人・月）  

合計  一般高齢者   特定高齢者   要支援（1）  要支援2  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   

元データ   12，000  528   0  10，223   834   280   98   37  

施策導入前                           施策導入前が施策導入後と同じ  
12，000   124  9  522   0  10．110   825   277   97   37毒  

割合で改善したと仮定した場合  

施策導入後  12，000  124   1   9   466  10，747   379   214   51   17   13   

13 ■1 
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（3）施策導入に伴う増分善用  
（単位＝千円）  

施策導入前の費用（12，000人月当たり）（α1）  施策導入後の費用（12，000人月当たり）（β1）   増分費用（β1－α1）   

要支援1   1，058，542   619，380   叫鎚Jと√ ：   

漕ニナ曹雫；二丁  
（モミ考）施策専人前山高齢者1人、当たレjにかかる費馴二老人保健事業の事業費（1ニ、コ38、624．04コ円）を含甘ると、施策導入前の高齢者1ノ、、当たむJにかかる  

費用単価は、5軋円上なる この単価を用いた場合の増分費用はさらにマイナスになる，1  

乙施策導入前後で費用単価が変わらなかったと仮定した場合の増分費用について   

（施策導入前の費用単価を施策導入後の責用を算出する際にも用いて、増分費用を算出してみる）  

（1）要介護度別の車用単価  （単位：円）  

一般高齢者  
要支援（1）  要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

特定高齢者  

施策導入前の費用単価   159   30，900  81，800   141，600   214，000   279，900   334，000   

施策導入後の費用単価   159   30，900   81，800  Lブ  81，800   141，600   214，000   27g，900   334，000   

（2）施策導入に伴う増分費用  （単位＝干円）  

施策導入前の費用（12，000人月当たり）（α2）  施策導入後の費用（12，000人月当たり）（β2）   増分費用（β2－α2）   

要支援1   1，058，542   974，308   “8希う三三こ   

17   嶺策盈人前繚で費宵宮要㍗イ∵    ‾‾‾こ，悪空費苧貢ごマノ▲｝  



予防給付（要支援2）の糞用対効果分析について（まとめ）  

1．章用対効果分析の結果について   

サービスを受けている要支援2の者1，000人を1年間（12，000人t月）追跡すると、  

（1）増分効果について   

要介護度が悪化する者が183人（対象者1，000人に対して18．3％）減少   

従って、施策導入前後で牽ヤ効果至まブラフ1である。  

（2）増分費用について  

増分章用＝（施策導入後の費用）－（施策導入前の費用）  

○・－  ・・－して算出   

元データがレセプトデータであることから、改善者（特定高齢者及び一般高齢者）の（人一月）数部分は把握ができず、欠損値（ゼロ）   

であるので、当該部分に施策導入後の（人・月）数を代入して施策導入後と同じ割合で改善したと仮定して算出した。   

（実際は、施策導入前における改善割合は、導入後よりも少なく、総章用は今回算出した車用よりも大きくなるはずである。）   

この処理を行ったとしても、施策導入前後で増分費用はマイナスであることから、よ㍍∴毘緩t∵て｛、予防給付が導入されない   

場合に比べて‡さ・∨；】∴浩三二こノ三 吾葦準 叫∴も「寧当たり約43方9草弼 の費用が減少することになる。  

（3）責用対効果について   

増分効果がプラスであり、増分責用がマイナスであることから、導Åされた新予防絵樗喜ま慶孤：r±も㌫こ｝て判断可贅である。  

※事業の総費用を、要介護認定者を除く高齢者人口で除して、高齢者1人当たりにかかる単価を算出し、一般高齢者及び特定  

高齢者の費用単価として使用するといった次善の方法で算出していることに留意する必要がある。  

2．施策導入前後で章用単価が変わらなかったと仮定した場合の増分費用について  

克藁墓上蔀儀ルニて蜜学費価ご竃変㌢プらなかったと仮定」て算出してみても，、増分費用はマイナ買で轟二たことから、増分  

費用がマイナスであったことの理由は、施策導入前後の（人・月）数の変化による（介護予防効果による）ものであると  
いえる。   




